◯33番（藤野哲司）　私は自民党新福岡を代表して、庁用車の脱ガソリン化の取組について、観光・ＭＩＣＥの推進について、以上２項目について質問してまいります。
　まず初めに、庁用車の脱ガソリン化の取組についてお尋ねいたします。
　地球温暖化対策については、全人類が一丸となって取り組むべき喫緊の課題となっております。世界の動きに目を向けますと、地球温暖化を引き起こす温室効果ガスの排出量削減を目指し、平成27年、国連気候変動枠組条約締約国会議、ＣＯＰ21においてパリ協定が採択され、その運用が令和２年から開始されました。昨年11月に開催されたＣＯＰ26では、世界各国が2030年時点での削減目標を引き上げました。また、こうした気候変動への対策は、先日、アメリカのバイデン大統領が来日した際に岸田総理との間でも協議され、共同声明に盛り込まれるなど、国家という大きな単位で取り組むべき課題ではありますが、温暖化対策が奏功するか否かは、我々一人一人が、また企業がどのような取組をするかにかかっています。
　初めにお尋ねしますが、福岡市域における二酸化炭素の総排出量はどのくらいでしょうか。また、部門別の排出量の傾向はどうなっているのでしょうか。
　以上で１問目の質問を終わり、２問目以降は発言者席にて行います。
◯環境局長（高田浩輝）　福岡市域における二酸化炭素の総排出量につきましては、直近の2019年度で約570万トンと推計しており、その排出量を部門別に見た割合は、多い順に自動車部門が約32％、業務部門が約28％、家庭部門が約24％となっております。排出量の傾向については、基準年度である2013年度と比較しますと、業務部門と家庭部門は毎年度減少し、ほぼ半減している一方で、自動車部門はほぼ横ばいとなっております。以上でございます。
◯33番（藤野哲司）　二酸化炭素の排出量が最も多いのが自動車部門とのことです。全体の排出量の約３分の１を占め、また、近年の排出量もほぼ横ばいであれば、まずは自動車部門における対策に特に力を入れるべきだと考えます。
　自動車部門における排出削減の取組としてまず思いつくのが、ガソリン車から電気自動車への切替えを促していくことと思いますが、市はどういった取組をされているのでしょうか、お尋ねいたします。
◯環境局長（高田浩輝）　自動車部門における市の取組につきましては、市民のガソリン車から電気自動車等への移行を進めるため、電気自動車、プラグインハイブリッド自動車、燃料電池自動車の購入費用の一部助成や、市民が利用できる電気自動車等の急速充電設備の設置に対する一部助成などを行っております。以上でございます。
◯33番（藤野哲司）　市民の方へは購入時の助成を行うことで、購入してもいいかなと思っている人に電気自動車等を選択する後押しになっていると思いますが、電気自動車に興味がない人にも購入するようなマインドに変えていくことが重要になってくると思います。そのためにも、まずは市役所が率先して取り組み、市民や企業に範を示していく必要があると思います。
　そこで、市役所の庁用車における脱ガソリン化の取組を中心にお尋ねしていきたいと思います。
　最初に、庁用車の脱ガソリン車への切替えについて、どのような方法で進められているのか、お尋ねいたします。
◯環境局長（高田浩輝）　庁用車の脱ガソリン車への切替えにつきましては、車両を新規に導入または更新する際に、電気自動車、プラグインハイブリッド自動車、燃料電池自動車の導入を各車両の利用用途も踏まえながら検討し、切替えを進めていくこととしております。以上でございます。
◯33番（藤野哲司）　今後、車両の更新に合わせ、車両の用途も踏まえながら導入を検討し、切替えを進めていくということでありますが、現在、市役所が所有またはリースしている庁用車は何台あり、そのうち電気自動車、プラグインハイブリッド自動車、燃料電池自動車、ハイブリッド車など、いわゆる次世代自動車は何台あるのか、また、令和２年度と比較するとその数は増えているのか、お尋ねします。
◯環境局長（高田浩輝）　庁用車の台数につきましては、令和３年度末時点で948台であり、このうち消防車などの特殊車両等を除き、職員が使用する一般の庁用車は648台でございます。これらに占める次世代自動車については、電気自動車が13台、プラグインハイブリッド自動車が７台、燃料電池自動車が２台、ハイブリッド自動車が29台、合計51台でございます。また、令和２年度末時点の次世代自動車は合計33台であったことから、比較いたしますと18台の増加となっております。以上でございます。
◯33番（藤野哲司）　令和３年度は次世代自動車の導入を増やしたようですが、51台というのは、まだまだ少ないように感じます。
　ここで、実際に本庁舎や区役所等で庁用車の所管をしている財政局にお尋ねします。令和４年度に更新を予定している車両が何台あり、そのうち次世代自動車は何台導入する予定なのか、お尋ねいたします。
◯財政局長（松本典久）　令和４年度において財政局が更新を予定している庁用車は26台で、そのうち次世代自動車は22台でございます。以上です。
◯33番（藤野哲司）　更新される車両の大半が電気自動車やプラグインハイブリッド自動車といった次世代自動車ということで、まずは一安心いたしました。
　では次に、実際に次世代自動車の導入を図っていくには多くの課題があると思いますが、どういった課題があるのか、お尋ねいたします。
◯財政局長（松本典久）　次世代自動車の導入に当たっては、現時点では販売されている車種が限られていること、ガソリン車と比べ高額であり、航続距離が短いこと、充電設備等が必要であることといった課題があると考えております。以上です。
◯33番（藤野哲司）　今御答弁いただいた課題のほかにも、自動車に限らず、世界的な半導体不足や情勢不安などにより、多くの機械や家電製品の部品が不足し、製品を発注しても納入までにかなりの期間がかかっていると聞いておりますので、導入に当たっては計画的に実施していただきたいと思います。
　また、先ほど御答弁いただいた中にもありましたが、庁用車を電気自動車に切り替える場合、充電するための設備も同時に導入していかなければならないという課題もあります。
　そこで、庁用車用の充電設備の設置状況及び今年度の対応予定についてお尋ねします。
◯財政局長（松本典久）　庁用車用の充電設備の設置状況につきましては、令和３年度末時点で本庁舎や区役所など９施設に設置しております。また、令和４年度には電気自動車を新たに配置する10の行政施設に充電設備を新設する予定でございます。以上です。
◯33番（藤野哲司）　充電設備が整備されていないから電気自動車を導入できない、そういったことにならないように、電気自動車の導入とともに、充電設備の整備も計画的にしっかりと進めていただきたいと思います。
　また、用途に応じた車種がない場合、今後の対応車種の販売を待つ必要があるとは思いますが、先月、日産と三菱から軽自動車規格の電気自動車が販売されるとの発表がありました。これまで電気自動車といえば普通車やＳＵＶといった車種ばかりでしたが、いよいよ軽自動車も加わりましたので、庁用車への導入も加速していくのではないかと期待します。
　ただ、軽自動車と言っても電気自動車はまだまだ価格が高いことから、車両購入の際に国による補助金があったと思いますが、先月発表された軽自動車規格の電気自動車の補助金額は幾らなのか、また、その補助金は地方自治体も活用できるのでしょうか、お尋ねします。
◯環境局長（高田浩輝）　電気自動車等を購入する際には、国のクリーンエネルギー自動車導入促進補助金を申請することができ、おただしの補助金額については55万円となっております。また、本補助金は地方自治体も申請可能であり、福岡市も活用しております。以上でございます。
◯33番（藤野哲司）　財政負担軽減のためにも、ぜひ積極的に国の補助金を活用いただきたいと思います。
　軽規格の電気自動車購入に対する国の補助金額については、令和３年度当初予算では１台当たり14万円だったものが、補正予算、令和４年度当初予算では41万円になり、ただいま御答弁にあったように５月に発表された新型車両については55万円となるなど、国の補助額は拡充されてきております。しかしながら、これまでの庁用車として導入してきた軽自動車と比較した場合、補助金を活用したとしても依然として高額である、そう言わざるを得ません。市の負担軽減のためにも、引き続き補助金のさらなる拡充を国に対して要請していただきたいと思います。
　先月のことですが、2021年、全世界における電気自動車とプラグインハイブリッド自動車の販売台数が前年の２倍となり、過去最高の660万台に達したとの報道がありました。660万台といいますと、世界の自動車販売台数の約１割に達する数字です。ヨーロッパでは、2030年にはガソリン車の販売ができなくなりますし、日本においても、2035年には乗用車の新車販売において100％の電動車化が目標とされています。そうした状況も見据えながら、市役所自らがまずは範を示していただければと思います。
　市民や企業による自動車の脱ガソリン化の動きを大きく加速させるために、庁用車の脱ガソリン車への切替えを計画的かつ着実に進めていただきますよう最後に要望いたしまして、この質問を終わります。
　次に、観光・ＭＩＣＥの推進について質問してまいります。
　観光・ＭＩＣＥの振興は福岡市における重要な政策の一つであり、本市の地域経済を支えるとともに、都市のプレゼンス向上に寄与してまいりました。あわせて、九州のゲートウェイ都市としての機能を強化し、利便性を高めることで、国内外からの多くの来訪者をお迎えし、各地を周遊していただくことにより、本市の観光・ＭＩＣＥが九州全体の活性化にも大きく寄与してきたところです。しかしながら、この２年間は新型コロナウイルスの感染拡大の影響によって、観光客やＭＩＣＥをはじめとするビジネス客の来訪が大幅に減少し、大規模なイベントなども軒並み中止、延期となり、市内ホテルの客室稼働率は年平均30％台まで落ち込むなど、本市経済も大きな打撃を受けました。
　そのような中、国の水際対策が緩和され、６月から外国人観光客の受入れも再開されることになり、少しずつではありますが、インバウンドが戻ってくるとともに、ビジネス交流も活性化し、ＭＩＣＥも再開されていくことで、まち全体に活気が戻ることが期待されます。今後、観光客、そしてＭＩＣＥの誘致において、都市間競争が激しくなることが想定されますが、その競争に勝ち抜いていくためには、福岡市が国内外の観光客やＭＩＣＥ関係者に選ばれるまちにならなければなりません。
　そこで、今回は地域経済の回復に向けた観光とＭＩＣＥの戦略的な推進についてお尋ねしたいと思います。
　まずは、新型コロナ感染拡大の影響によって観光・ＭＩＣＥにどのような変化があったのか、確認していきます。
　コロナの影響が出る前後の令和元年と令和２年の外国人入国者数と国際会議開催件数をお尋ねします。
◯経済観光文化局長（天本俊明）　外国人入国者数につきましては、福岡空港及び博多港からの入国者数でお答えしますと、令和元年は269万5,000人、２年は32万人となっております。次に、国際会議開催件数につきましては、令和元年は313回、２年は15回となっております。以上でございます。
◯33番（藤野哲司）　新型コロナの感染拡大前後で状況が一変したことが分かりました。改めて数字を伺いますと、新型コロナ感染拡大前は観光・ＭＩＣＥ都市としての積極的な誘致活動が実を結んでいたことがうかがえます。
　そこでお尋ねですが、コロナ前はどのような誘客プロモーションやＭＩＣＥの誘致活動を行ってきたのか、伺います。
◯経済観光文化局長（天本俊明）　新型コロナウイルス感染拡大前の誘客プロモーションにつきましては、福岡空港に直行便が就航している国や地域をターゲットに、旅行博への出展や現地旅行会社に対する営業活動など効果的なプロモーションを行ってきたところでございます。また、ＭＩＣＥの誘致活動につきましては、福岡観光コンベンションビューローのＭＩＣＥ誘致の専門的組織であるMeeting Place Fukuokaにおいて、国際会議協会のネットワークなどを活用し、国内外で学会等のＭＩＣＥ主催者への営業活動を行ってきたところでございます。以上でございます。
◯33番（藤野哲司）　そのような積極的な誘致活動の結果、順調に推移してきたインバウンドやＭＩＣＥですが、新型コロナウイルスの感染拡大により激減するという事態になりました。移動制限や３密の回避は、旅行や大規模なイベントの自粛につながり、まさに福岡市の強みであったインバウンドやＭＩＣＥがストップしてしまうという事態にあったと思います。
　新型コロナウイルスの感染拡大後は、ほとんど誘致活動が実施できなかったのではないかと推察されますが、コロナ下では何か誘客プロモーションやＭＩＣＥの誘致活動を行ってきたのか、お伺いします。
◯経済観光文化局長（天本俊明）　コロナ下における誘客プロモーションにつきましては、国内向けには、県境をまたぐ外出の自粛など移動制限がある中、宿泊事業者によるプランの造成、販売を支援し利用促進を図る「福岡ＳＴＡＹ」安全安心利用キャンペーンや修学旅行などによる都市圏周遊の推進などの需要喚起策のほか、市民も含め、Fukuoka East&West Coastなど近場の観光スポットの情報発信などに取り組んできたところでございます。また、海外向けには、インバウンドの再開を見据え、入国制限がある中でも訪日旅行再開後に福岡市を旅行先に選んでいただけるよう、ホームページやＳＮＳを活用した情報発信に加え、世界水泳選手権に向けた福岡・九州における観光の魅力発信などに取り組んできたところでございます。さらに、ＭＩＣＥの誘致活動につきましては、オンライン商談会などで誘致活動を行うほか、令和２年10月から開始したＭＩＣＥのハイブリッド開催支援事業により施設のオンライン対応を図るとともに、主催者にオンライン経費や安全対策経費の助成を行ったところでございます。以上でございます。
◯33番（藤野哲司）　これまでの観光客の誘致やＭＩＣＥの誘致活動について理解いたしました。特にコロナ下においても、感染の終息をただ待つのではなく、安全、安心に向けた取組や小規模、近距離の旅行需要を高めるとともに、将来のインバウンド需要獲得に向けた魅力発信やオンラインを活用したＭＩＣＥ誘致、ＭＩＣＥ施設所有、管理者や主催者に寄り添った支援事業が行われていたことは、今後の観光・ＭＩＣＥ振興にきっと生きてくると考えます。
　福岡市においては、これらの取組に加え、観光関連事業者や飲食事業者等に対し、安全、安心に向けた感染拡大防止対策や家賃支援など事業継続のための経済支援のほか、様々な需要喚起策などに取り組み、地域経済を支えてこられたことは、これまでの議会報告などで認識しております。コロナという大きなピンチではありますが、このピンチをチャンスに変えて、安全、安心に福岡の観光を楽しんでいただくための環境が現在進行形で構築されているのではないかと感じています。
　ただ一方で、まだまだ従来のような経済状況ではないことも事実です。コロナ前は市内のホテル等の客室稼働率は80％を超えるなど、予約が取りにくい状況であったと記憶しているところでございます。また、ＭＩＣＥにおいては、Ｇ20財務大臣・中央銀行総裁会議やラグビーワールドカップなどの華々しい国際イベントが開催されたのもほんの少し前のことであります。
　先ほど、コロナ下でも誘客プロモーションやＭＩＣＥの誘致活動を行ってきたとのことですが、現状は厳しい状況が続いているのではないでしょうか。
　そこで、直近の市内のホテル等の客室稼働率や宿泊事業者の声は把握しているのか、お尋ねいたします。
◯経済観光文化局長（天本俊明）　直近の市内のホテル、旅館等の客室稼働率につきましては、観光庁の宿泊旅行統計調査によりますと、直近である令和４年３月で42.2％でございます。宿泊事業者の声といたしましては、週末は回復傾向であるものの、ビジネス客の出張など、平日についてはコロナ前までには回復していないと伺っております。以上でございます。
◯33番（藤野哲司）　徐々にイベントが開催され、地域経済において、人流は回復基調ではあるものの、出張控えなどにより国内の需要だけではやはり厳しい状況であり、インバウンドやＭＩＣＥの再開による消費の上積みに期待するところであります。
　それでは、これからの観光・ＭＩＣＥの取組についてお尋ねしてまいります。
　まず、コロナによる観光への意識変化やＭＩＣＥにおけるニーズ変化は認識しているのか、お伺いします。
◯経済観光文化局長（天本俊明）　新型コロナウイルス感染拡大による観光への意識変化につきましては、施設等における新型コロナウイルス感染症対策のほか、民間企業の調査によると、環境に優しい方法で旅行することへの関心の高まりや、旅行に伴うＣＯ２排出量の削減を希望するという結果が出ているなど、ＳＤＧｓへの貢献と持続可能な観光に対する意識が高まってきていると認識しております。また、ＭＩＣＥにつきましては、オンラインやハイブリッドによる開催が主流となる中、主催者にとってはリアルで開催したいというニーズがあるとともに、観光同様にＳＤＧｓ推進の意識が高まっていくと考えております。以上でございます。
◯33番（藤野哲司）　やはり、コロナによって社会環境やニーズは変化していることが分かりました。コロナの感染拡大を機にオンラインによるビジネスシーンが増加したほか、自然、景観を楽しむ旅行や感染症への対応、環境に配慮した旅行など、今後の需要回復には、これまでにはない様々な旅行者ニーズに応えていく必要があるようです。また、ＭＩＣＥにおいても、オンラインの活用とリアルに人が集まるハイブリッド開催が主流のようですが、主催者にリアル開催のニーズがあるということは明るい兆しではないかと思います。さらに、観光・ＭＩＣＥにとっても、ＳＤＧｓ推進への対応は世界的に取り組むべき課題となっていることがうかがい知れます。
　それでは、６月10日からの国の水際対策緩和を踏まえて、今後のインバウンド誘客におけるマーケティングは重要と考えますが、ターゲットについてはどのように考えているのか、御所見をお伺いします。
◯経済観光文化局長（天本俊明）　今後のインバウンド誘客におけるターゲットにつきましては、新型コロナウイルス感染症の状況や外国人観光客の受入れ開始に係る国の方針を踏まえ、定期航空便就航の再開に向けた取組を進めながら、自国への入国制限がなく、かつ福岡空港への直行便が就航している国や地域をターゲットとして誘客に取り組むとともに、デジタルマーケティングを活用し、国、地域ごとの嗜好や関心に合わせたプロモーションに取り組んでまいります。以上でございます。
◯33番（藤野哲司）　７月から外国人観光客の受入れも段階的に拡大していくというお話もありますので、他都市に乗り遅れないようしっかりと取り組んでいただきたいところであります。
　先月、世界経済フォーラムが発表した2021年版の旅行・観光開発指数によりますと、日本は総合評価で初めて世界１位を獲得しております。特に５つのカテゴリーがある中で、インフラのカテゴリーと旅行、観光の需要喚起のカテゴリー、つまり、その国、地域に旅行したい理由があるという指数は高い評価を得ており、日本に訪問したい外国人は多くおられるということになります。今回の発表において、旅行、観光が社会経済にもたらす役割は大きく、観光産業が成長していくには、コロナからの回復力と旅行者と地域住民がお互いに満足できる持続可能で様々なリスクにも対応できる旅行、観光の再構築も求められているようですので、受け入れていく環境整備も併せて進めていただきたいところです。
　また、報道によりますと、福岡市においても、国内クルーズ船の寄港が秋頃には再開されていく見通しとの記事も出ておりました。国際クルーズ船については、これからの国の水際対策などを見極めながら再開の時期を検討されていくことかと思いますが、クルーズ船においても安全、安心に配慮していただきながら、インバウンドの回復に向けてしっかりと取り組んでいただくことを期待いたします。このようなインバウンドの受入れは、今後急速に進んでいくのではないかとも感じているところです。
　そこで、今後のインバウンド回復に向けた誘客プロモーションではどのように取り組んでいくのか、また、ＭＩＣＥ回復に向けた取組はどう進めていくのか、お伺いします。
◯経済観光文化局長（天本俊明）　今後のインバウンド回復に向けた誘客プロモーションにつきましては、まずは、国が公表した外国人観光客の受入れ対応に関するガイドラインをはじめ、マスクや消毒などといった旅のエチケットに関する情報など、安全、安心に旅行していただくための情報発信を行ってまいります。その上で、新型コロナウイルス感染症の状況や水際対策の段階的な緩和状況を注視しながら、自然環境や地域の暮らしなどに配慮したサステナブルツーリズムなど、コロナ下となり変容した旅行者のニーズを踏まえた誘客プロモーションを行ってまいります。また、ＭＩＣＥにつきましても、再開が早いインセンティブトラベルの誘致を行うとともに、より多くの参加者にリアルに来訪していただくため、ユニークベニューやアフターコンベンションなどにおける都市の魅力を発信することに加え、ＳＤＧｓの観点からの受入れ体制づくりなどニーズに沿った取組を進めてまいります。以上でございます。
◯33番（藤野哲司）　しっかりとプロモーションし、インバウンド観光客の取り込みに期待いたします。
　これからの本市における地域経済の活性化には、インバウンドから生まれる経済効果は重要となってまいります。以前のインバウンドに対するイメージとして、爆買い、オーバーツーリズムやマナーの悪さなど、あまりよくないイメージを持っている方もおられるかと思いますので、インバウンドの受入れにおいては、受け入れる側の地域住民の理解も必要となってまいります。
　先ほどインバウンドの受入れに関しては、旅のエチケットや安全、安心の情報発信、自然環境や地域の暮らしに配慮したサステナブルツーリズムの取組など進められていくとの発言がございました。つきましては、地域にも配慮したインバウンドに対する受入れ環境づくりにもしっかりと取り組んでいただきますようお願いいたします。
　また、来年は世界水泳という大きな契機となるイベントが待っています。世界水泳に向けた取組もしっかりと進めていただきたいと思っておりますし、マスターズ選手権においては、九州域内の福岡市、熊本市、鹿児島市の３都市で開催されることとなっています。
　そこで、世界水泳に向けて、観光部門としてはどのような取組を進めているのか、また、ゲートウェイ都市としての九州域内及び各都市との連携が必要ではないか、御所見をお伺いします。
◯経済観光文化局長（天本俊明）　世界水泳に向けた観光部門の取組につきましては、海外から、より多くの旅行者が訪れるよう、引き続き、福岡・九州における観光の魅力発信を行うほか、国内外からの来訪者を歓迎するおもてなし店舗の充実強化に加え、会場やまちなかにおけるイベントや歓迎装飾の準備を進めてまいります。また、九州域内及び各都市との連携につきましては、九州のゲートウェイ都市である福岡市が中心となり、マスターズ大会が開催される熊本市、鹿児島市を含む九州各都市と連携し、現在、世界水泳参加者をターゲットとした観光特設サイトを立ち上げ、九州の魅力を発信しているところでございます。引き続き、世界水泳選手権の開催に向けて、九州周遊観光のさらなる推進に取り組んでまいります。以上でございます。
◯33番（藤野哲司）　世界水泳についても、新型コロナウイルス感染拡大の影響で開催が2023年に延期となり、関係者の皆様は大変苦労をされたのではないかと推察されます。何としてもこの世界水泳を成功させ、インバウンドの本格的な復活の契機とし、福岡市の元気を国内外に発信していただきたいと思います。
　冒頭にも申し上げましたが、インバウンドが再開し、今後は観光・ＭＩＣＥともに都市間における競争が激しくなっていくと考えます。それは国内の都市だけではなく、海外の都市との競争になってくるものと考えられます。福岡市には観光地がないという声を時々聞きますが、ラーメン、水炊きなどの食やショッピング、Fukuoka East&West Coastなどの豊かな自然や、博多旧市街プロジェクトなどの歴史、文化、国際会議や様々なイベントの開催、市民の温かいおもてなしなど、多様な魅力が折り重なり、都市全体が観光地としてうまくパッケージされているのではないでしょうか。
　冒頭でお尋ねしたコロナ前の外国人入国者数や国際会議の開催件数などにおいて、国内でも有数の実績が残せているのもその表れの一つではないかと思っておりますし、一朝一夕ではなし得ないものと考えております。しかしながら、今後、改めて観光・ＭＩＣＥにおいて選ばれるまちとなっていくためには、これまで以上に受入れ環境の充実や魅力発信のほか、観光とＭＩＣＥ誘致が連動した体制の強化にも取り組んでいく必要があります。そうして、国内からの内需だけではなく、インバウンドによる外需もしっかりと取り込んでいくことが重要であり、新型コロナの感染状況に留意しつつも、交流人口を回復させることが地域経済にとって一番のカンフル剤になるのではないでしょうか。さらには、海外と九州をつなぐゲートウェイ都市としての機能を強化しつつ、九州各都市と連携した魅力的な観光ルートの造成や情報発信などに取り組むことで、本市が九州を牽引していくことが重要だと考えます。
　最後に、これからの観光・ＭＩＣＥに向けた意気込みについて高島市長にお伺いし、私の質問を終わります。
◯市長（高島宗一郎）　福岡市は、第３次産業が９割を占める産業構造であり、新型コロナウイルス感染症の影響で大きく減少している交流人口の回復は、観光産業をはじめとした市内経済の活性化に重要であると認識をしています。藤野議員御指摘のとおり、地域経済の活性化のためには、安全、安心に配慮をしながら、インバウンドの受入れによる需要を取り込んでいく必要があると考えております。国においては、これから段階的に外国人観光客の受入れを拡大することとしておりまして、それにしっかりと対応するため、まずは安全、安心な受入れ環境の充実を図ってまいります。今後さらに、福岡の自然、歴史、文化等を生かした観光コンテンツの造成と魅力の発信を進めていき、この福岡市が観光やＭＩＣＥにおいて選ばれる都市となるよう取組を進めますとともに、来年７月の世界水泳選手権に向けて、ゲートウェイ都市として九州各都市との連携を強化し、福岡・九州の観光・ＭＩＣＥの振興に努めてまいります。以上です。

